
  

別紙様式第 21号 

平成 30年 12月 14日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長 岩 崎 俊 博 殿 

 

（商号又は名称）ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社 

（代表者）代表取締役社長   小泉 徹也 ㊞ 

 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1) 資本金等 

①資本金の額 

3,078百万円（2018年11月末現在） 

②発行する株式の総数 

200,000株（2018年11月末現在） 

③発行済株式総数 

61,560株（2018年11月末現在） 

④最近５年間における資本金の額の増減 

該当事項はありません。 

 

(2) 委託会社の機構 

委託会社は、取締役会及び監査役をおきます。 

取締役及び監査役は、株主総会の決議をもって選任され、その員数は取締役については３名以上、監査役について

は１名以上とします。 

取締役会は、取締役全員で組織され、経営に関するすべての重要事項及び法令または定款によって定められた事項

につき意思決定を行います。 

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会終結の時までとし、補欠または

増員のために選任された取締役の任期は、他の取締役の残存任期と同一とします。 

監査役は、委託会社の会計監査及び業務監査を行います。 

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会終結の時までとし、補欠のため



  

に選任された監査役の任期は、前任者の任期の残存期間とします。 

 

（投資信託の運用プロセス） 

①四半期毎に行われる投資戦略会議において、ドイツ銀行グループの資産運用部門（グローバル）からの情報を参

考にしつつ、各投資対象についての市場見通し並びに大まかな運用方針を決定します。 

②運用担当者は、投資戦略会議の方針にしたがって各ファンドの運用計画を作成し、運用部長の承認を得ます。そ

の際、必要に応じてグループ内の投資環境調査やモデルポートフォリオを参考にします。 

③承認された運用計画にしたがって、運用担当者は売買を指示し、ポートフォリオの構築を行います。その際ファ

ンドによっては、外部運用機関と投資助言契約もしくは運用委託契約を結んだ上で運用を行う場合があります。 

④コンプライアンス統括部が、個々の売買についてガイドライン違反等がないか速やかにチェックを行います。 

⑤運用評価会議では、各ファンドの運用成績を分析するとともに、運用に際して取っているアクティブリスクの状

況や他ファンドとの均一性についてレビューを行い、今後の運用へのフィードバックを行います。 

⑥インベストメント・コントロール・コミッティーにおいて、ガイドラインの遵守状況や運用上の改善すべき点等

について検討を行います。 

⑦コンプライアンス統括部は、運用部から独立した立場で、取引の妥当性のチェック及び利益相反取引のチェック

を行います。 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行うとと

もに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引

法に定める投資助言・代理業務、第一種金融商品取引業務及び第二種金融商品取引業務を行っています。 

2018年11月末現在、委託会社の運用するファンドは103本、純資産総額は1,163,462百万円です（ただし、親投資信

託を除きます。）。 

ファンドの種類別の本数及び純資産総額は下記の通りです。 

種類 本数 純資産総額 

公募 追加型 株式投資信託 79本 338,669百万円 

私募 
単位型 株式投資信託 5本 18,903百万円 

追加型 株式投資信託 19本 805,889百万円 

合計 103本 1,163,462百万円 

 

 



 

  

３【委託会社等の経理状況】 

 

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）第２条に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣

府令第52号）により作成しております。 

  財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより記載しております。 

 
２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成29年４月１日から平

成30年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。 



 

 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成 30年６月 12日 

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 野島 浩一郎 ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているドイチェ・アセット・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３

月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 

  

(1)【貸借対照表】 
        （単位:千円） 

    前事業年度  当事業年度 

    （平成29年３月31日）  （平成30年３月31日） 

資産の部       

 流動資産      

  預金 ※1 6,283,386  ※1 5,655,645  

  前払費用  16,458   29,379 

  未収入金  82,163   53,761 

  未収委託者報酬  763,859   687,990 

  未収運用受託報酬  7,786   17,160 

  未収収益  1,544,810   1,726,042 

  未収還付消費税  21,942   - 

  立替金  36,404   33,594 

  為替予約  26,683   5,246 

  繰延税金資産  739,018   968,510 

  流動資産合計  9,522,513   9,177,332 

 固定資産      

  投資その他の資産      

  投資有価証券  2,123   9,814 

  敷金  24,418   25,761 

  繰延税金資産  194,214   160,409 

  投資その他の資産合計  220,755   195,985 

  固定資産合計  220,755   195,985 

 資産合計  9,743,269   9,373,318 

 

  



 

  

      （単位:千円） 

    前事業年度  当事業年度 

    （平成29年３月31日）  （平成30年３月31日） 

負債の部       

 流動負債      

  預り金  108,617   242,275 

  未払収益分配金  3   3 

  未払償還金  1,508   1,508 

  未払手数料  382,841   347,486 

  その他未払金  65,430   60,115 

  未払費用 ※1 2,285,945  ※1 2,924,207 

  未払法人税等  136,344   40,854 

  未払消費税等  -   26,091 

  賞与引当金  83,600   127,541 

  為替予約  6,398   6,975 

  流動負債合計  3,070,690   3,777,060 

 固定負債      

  退職給付引当金  506,572   424,878 

  長期未払費用  36,513   69,675 

  賞与引当金  35,404   56,719 

  固定負債合計  578,490   551,273 

 負債合計  3,649,180   4,328,333 

      

純資産の部      

 株主資本      

  資本金  3,078,000   3,078,000 

  資本剰余金      

   資本準備金  1,830,000   1,830,000 

   資本剰余金合計  1,830,000   1,830,000 

  利益剰余金      

   その他利益剰余金      

     繰越利益剰余金  1,186,003   137,113 

   利益剰余金合計  1,186,003   137,113 

  株主資本合計  6,094,003   5,045,113 

 評価・換算差額等      

  その他有価証券評価差額金  85   △128 

  評価・換算差額等合計  85   △128 

 純資産合計  6,094,088   5,044,984 

負債純資産合計  9,743,269   9,373,318 

 

  



 

  

(2)【損益計算書】 

      （単位:千円） 

   前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日） 

  当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日） 

     

     

営業収益      

 委託者報酬  6,357,969   6,524,519 

 運用受託報酬  16,378   18,315 

 その他営業収益  3,592,631  ※1 3,012,893 

 営業収益合計  9,966,979   9,555,728 

営業費用      

 支払手数料  3,201,448   3,339,679 

 広告宣伝費  73,459   65,274 

 公告費  1,160   1,160 

 調査費  124,588   133,783 

 委託調査費  429,364   442,843 

 情報機器関連費  140,552   174,928 

 委託計算費  620,836   585,251 

 通信費  7,485   7,607 

 印刷費  58,122   53,739 

 協会費  15,321   14,967 

 諸会費  11,157   8,720 

 諸経費  35,421   26,616 

 営業費用合計  4,718,919   4,854,574 

一般管理費      

 役員報酬  126,870   72,800 

 給料・手当  1,092,474   1,224,750 

 賞与  217,223   522,848 

 交際費  11,682   9,187 

 寄付金  3,500   3,745 

 旅費交通費  46,216   63,479 

 租税公課  59,141   61,422 

 不動産賃借料  162,992   168,175 

 退職給付費用  123,967   115,039 

 福利厚生費  267,617   317,686 

 業務委託費 ※1 1,228,037  ※1 1,522,092 

 退職金  3,319   1,042 

 諸経費  175,560   183,312 

 一般管理費合計  3,518,604   4,265,583 

営業利益  1,729,455   435,570 

営業外収益      

 雑収益  4,987   4,377 

 営業外収益合計  4,987   4,377 



 

  

      （単位:千円） 

   前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日） 

  当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日） 

     

     

営業外費用      

 為替差損  18,873   33,995 

 その他  4,027   578 

 営業外費用合計  22,900   34,573 

経常利益  1,711,542   405,374 

特別損失      

 割増退職金  36,794   78,317 

 特別損失合計  36,794   78,317 

税引前当期純利益  1,674,748   327,056 

法人税、住民税及び事業税  606,092   391,539 

法人税等調整額  △116,796   △195,592 

法人税等合計  489,295   195,947 

当期純利益  1,185,452   131,109 

 



 

  

  

(3)【株主資本等変動計算書】 

前事業年度 （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

 （単位:千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

当期首残高 3,078,000 1,830,000 2,520,551 7,428,551 

当期変動額     

剰余金の配当   △2,520,000 △2,520,000 

当期純利益   1,185,452 1,185,452 

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） 

    

当期変動額合計 - - △1,334,547 △1,334,547 

当期末残高 3,078,000 1,830,000 1,186,003 6,094,003 

 
  

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

当期首残高 △40 △40 7,428,510 

当期変動額    

剰余金の配当   △2,520,000 

当期純利益   1,185,452 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
125 125 125 

当期変動額合計 125 125 △1,334,421 

当期末残高 85 85 6,094,088 



 

  

当事業年度 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

 （単位:千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

当期首残高 3,078,000 1,830,000 1,186,003 6,094,003 

当期変動額     

剰余金の配当   △1,180,000 △1,180,000 

当期純利益   131,109 131,109 

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） 

    

当期変動額合計 - - △1,048,890 △1,048,890 

当期末残高 3,078,000 1,830,000 137,113 5,045,113 

 
  

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

当期首残高 85 85 6,094,088 

当期変動額    

剰余金の配当   △1,180,000 

当期純利益   131,109 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△213 △213 △213 

当期変動額合計 △213 △213 △1,049,104 

当期末残高 △128 △128 5,044,984 

 
  



 

  

注記事項 

 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) その他有価証券 
時価のあるもの 
当事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。但し、当社においては過去より貸倒実績がないため引当金の計上をしておりません。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員等に対する賞与の支払及び親会社の運営する株式報酬制度に係る将来の支払に備えるため、当社所定の計

算基準により算出した支払見込額の当事業年度負担分を計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5年)による定額法により

按分した額を翌期から費用処理することとしております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．その他財務諸表のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の処理方法 

税抜方式を採用しております。 

 

  



 

  

（貸借対照表関係） 

※1  各科目に含まれている関係会社に対するものは以下のとおりであります。 

 

 前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当事業年度 

（平成30年３月31日） 
預金 1,272,988 千円 805,592 千円 
未払費用 224,016 千円 218,484 千円 

 

（損益計算書関係） 

※1 関係会社に対するものは以下のとおりであります。 

 

 前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

その他営業収益 

業務委託費 
- 

284,032 
千円 

千円 
5,103 

328,038 

千円 

千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度 （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 61,560 - - 61,560 

 

2．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成28年６月29日

定時株主総会 
普通株式 2,520,000 40,935.67 平成28年３月31日 平成28年６月30日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成 29 年６月 28 日開催予定の定時株主総会の決議事項として、普通株式の配当に関する議案を次のとおり付議す

る予定であります。 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成29年６月28日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,180,000 19,168.29 平成29年３月31日 平成29年６月29日 

 

当事業年度 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 61,560 - - 61,560 

  



 

  

2．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成29年６月28日

定時株主総会 
普通株式 1,180,000 19,168.29 平成29年３月31日 平成29年６月29日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 



 

  

（リース取引関係） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 
当社は顧客資産について投資助言・代理及び投資運用業務等を行っており、業務上必要と認められる場合以外は、

自己勘定による資金運用は行っておりません。預金については全て決済性の当座預金であります。また、銀行借入

や社債等による資金調達は行っておりません。 

デリバティブについても、外貨建営業債権及び債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行っておりません。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

当座預金並びに営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬及び未収収益は、取引先

の信用リスクに晒されています。預金に関するリスクは、当社の社内規程に従い、取引先の信用リスクのモニタリ

ングを行っており、営業債権に関するリスクは、取引先毎の期日管理及び残高管理を実施し、主要な取引先の信用

状況を定期的に把握する体制としております。 

投資有価証券は当社設定の投資信託に対するシードマネーであり、業務上の必要性から保有しているもので、投

資額も必要最低額であるため、市場価格の変動リスク、市場の流動性リスクは限定的であります。 

外貨建営業債権及び債務は為替変動リスクに晒されており、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して先物

為替予約によりリスクの回避を実施しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に基づいて取引、記帳及び取引先との残高照合等を行って

おります。 

営業債務に関する流動性リスクについては、経理部において資金繰りをモニタリングしております。 

 

上記、信用、市場、為替リスクに関する事項は、社内規程に基づいて定期的に社内委員会に報告され、審議、検

討を行っております。また、流動性リスクに関する事項につきましても逐次、社内担当役員に報告されております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。 

前事業年度（平成29年３月31日） 

(単位:千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)預金 
(2)未収委託者報酬 
(3)未収運用受託報酬 
(4)未収収益 
(5)投資有価証券 
  その他の有価証券 

6,283,386 
763,859 
7,786 

1,544,810 
 

2,123 

6,283,386 
763,859 
7,786 

1,544,810 
 

2,123 

- 
- 
- 
- 

 
- 

資産計 8,601,966 8,601,966 - 

(1)預り金 
(2)未払手数料 
(3)その他未払金 
(4)未払費用 

108,617 
382,841 
65,430 

2,285,945 

108,617 
382,841 
65,430 

2,285,945 

- 
- 
- 
- 

負債計 2,842,835 2,842,835 - 

デリバティブ取引 (*1) 
  ヘッジ会計が適用されていないもの 

 
20,284 

 
20,284 

 
- 

デリバティブ取引計 20,284 20,284 - 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、(  )で示しております。 

     

(注)１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 



 

  

 

資 産 

(1) 預金、(2) 未収委託者報酬、(3) 未収運用受託報酬及び(4) 未収収益 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

(5) 投資有価証券 

投資有価証券はその他有価証券に区分されており、時価については、基準価額によっております。 

また、有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。    

 

負 債 

(1) 預り金、(2) 未払手数料、(3) その他未払金及び(4) 未払費用 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。 

 

(注)２. 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 (単位:千円) 

 1年以内 1年超5年以内 5年超 

預金 

未収委託者報酬 

未収運用受託報酬 

未収収益 

投資有価証券 

 その他の有価証券 

6,283,386 

763,859 

7,786 

1,544,810 

 

- 

- 

- 

- 

- 

 

2,123 

- 

- 

- 

- 

 

- 

合計 8,599,843 2,123 - 

（注）償還期間が見込めないものについては表中に記載を行わず、除外しております。 

 

当事業年度（平成30年３月31日） 

(単位:千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)預金 
(2)未収委託者報酬 
(3)未収運用受託報酬 
(4)未収収益 
(5)投資有価証券 
  その他の有価証券 

5,655,645 
687,990 
17,160 

1,726,042 
 

9,814 

5,655,645 
687,990 
17,160 

1,726,042 
 

9,814 

- 
- 
- 
- 

 
- 

資産計 8,096,654 8,096,654 - 

(1)預り金 
(2)未払手数料 
(3)その他未払金 
(4)未払費用 

242,275 
347,486 
60,115 

2,924,207 

242,275 
347,486 
60,115 

2,924,207 

- 
- 
 

- 

負債計 3,574,085 3,574,085 - 

デリバティブ取引 (*1) 
  ヘッジ会計が適用されていないもの 

 
(1,729) 

 
(1,729) 

 
- 

デリバティブ取引計 (1,729) (1,729) - 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、(  )で示しております。 

     

(注)１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

資 産 

(1) 預金、(2) 未収委託者報酬、(3) 未収運用受託報酬及び(4) 未収収益 



 

  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

(5) 投資有価証券 

投資有価証券はその他有価証券に区分されており、時価については、基準価額によっております。 

また、有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。    

 

負 債 

(1) 預り金、(2) 未払手数料、(3) その他未払金及び(4) 未払費用 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。 

 

(注)２. 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 (単位:千円) 

 1年以内 1年超5年以内 5年超 

預金 

未収委託者報酬 

未収運用受託報酬 

未収収益 

投資有価証券 

 その他の有価証券 

5,655,645 

687,990 

17,160 

1,726,042 

 

- 

- 

- 

- 

- 

 

2,173 

- 

- 

- 

- 

 

- 

合計 8,086,839 2,173 - 

（注）償還期間が見込めないものについては表中に記載を行わず、除外しております。 

 

（有価証券関係）   

１. その他有価証券         

前事業年度 （平成29年３月31日） 

 (単位:千円) 

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 

その他 2,123 2,000 123 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 

その他 - - - 

合計 2,123 2,000 123 

  

当事業年度 （平成30年３月31日） 

 (単位:千円) 

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 

その他 2,173 2,000 173 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 

その他 7,640 8,000 △359 

合計 9,814 10,000 △185 

 

２. 売却したその他有価証券 

前事業年度 （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

 (単位:千円) 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 2,006 6 - 

合計 2,006 6 - 

 



 

  

当事業年度 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

該当事項はありません。 
  

（デリバティブ取引関係） 

 ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物は通貨のみであり、貸借対照表日にお

ける契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおり

であります。 

 

前事業年度 （平成29年３月31日） 

通貨関連（時価の算定方法は、先物為替相場によっております。） (単位:千円) 

      

区分 為替予約取引 契約額等 うち1年超 時価 評価損益 

市場取引以外の取引 

売建 

米ドル 

ユーロ 

買建 

米ドル 

 ユーロ 

 シンガポールドル 

  豪ドル 

 

1,141,300 

16,195 

 

17,536 

812,787 

26,960 

10,973 

 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

 

27,174 

347 

 

△490 

△6,349 

△315 

△80 

 

27,174 

347 

 

△490 

△6,349 

△315 

△80 

合計 2,025,753 - 20,284 20,284 

 

当事業年度 （平成30年３月31日） 

通貨関連（時価の算定方法は、先物為替相場によっております。） (単位:千円) 

      

区分 為替予約取引 契約額等 うち1年超 時価 評価損益 

市場取引以外の取引 

売建 

米ドル 

ユーロ 

豪ドル 

買建 

米ドル 

 ユーロ 

 シンガポールドル 

 

921,278 

197,664 

7,914 

 

25,567 

601,129 

26,746 

 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

 

△6,890 

956 

△7 

 

△76 

3,916 

373 

 

△6,890 

956 

△7 

 

△76 

3,916 

373 

合計 1,780,300 - △1,729 △1,729 

 



 

  

（退職給付関係） 

１. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度と確定拠出年金制度を採用しております。加えて、一部の従業員を対象とした特別慰労

金制度を採用しております。 

 
２. 確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

  （単位:千円） 

 前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

退職給付債務の期首残高 613,296 544,940 

勤務費用 62,184 57,137 

利息費用 1,998 2,318 

数理計算上の差異の発生額 △21,064 3,574 

退職給付の支払額 △123,960 △146,986 

転籍者調整額 12,486 △6,844 

退職給付債務の期末残高 544,940 454,139 

 

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 （単位:千円） 

 前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

非積立型制度の退職給付債務 544,940 454,139 

未積立退職給付債務 544,940 454,139 

未認識数理計算上の差異 △38,368 △29,261 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 506,572 424,878 

   

退職給付引当金 506,572 424,878 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 506,572 424,878 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 （単位:千円） 

 前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

勤務費用 62,184 57,137 

利息費用 1,998 2,318 

数理計算上の差異の費用処理額 21,569 12,680 

確定給付制度に係る退職給付費用 85,752 72,136 

  

  



 

  

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

主要な数理計算上の計算基礎 

 前事業年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

割引率 0.60％ 0.50％ 

 

３. 確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度 38,214千円、当事業年度 42,903千円でありました。 

 
  



 

  

（税効果会計関係） 
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位:千円） 

 前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当事業年度 

（平成30年３月31日） 
繰延税金資産     

賞与引当金 21,595  44,179  
その他未払金 19,453  15,628  
未払費用 688,851  895,392  

未払事業税 4,988  18,535  

長期未払費用 3,033  20,163  

退職給付引当金 155,424  130,097  

減価償却超過額 39,677  62,964  

その他有価証券評価差額金 -  56  

その他 246  2,679  

繰延税金資産小計 933,270  1,189,699  

評価性引当額 -  △60,779  

繰延税金資産合計 933,270  1,128,919  

     

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 37  -  

繰延税金負債合計 37  -  

     

繰延税金資産の純額 933,232  1,128,919  

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

（単位: ％） 

 前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当事業年度 

（平成30年３月31日） 
法定実効税率 30.9  30.9  
(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  0.8  

役員賞与等永久に損金に算入されない項目 1.4  5.3  

繰延税金資産・負債算定に使用する実効税率との

差異 

0.0  2.8  

評価性引当金 -  18.7  

住民税均等割 0.2  1.1  

その他 △3.5  0.3  

税効果会計適用後の法人税の負担率 29.2  59.9  

     

 

  



 

  

 
（セグメント情報等） 

セグメント情報 

当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

関連情報 

前事業年度 （自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

 

１. 製品及びサービスごとの情報  

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

当社は有形固定資産を保有していないため、記載しておりません。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

当社の主要な顧客は一般投資家であり、損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載

を省略しております。 

 

当事業年度 （自 平成29年４月１日  至 平成30年３月31日） 

 

１. 製品及びサービスごとの情報  

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

当社は有形固定資産を保有していないため、記載しておりません。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

当社の主要な顧客は一般投資家であり、損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載

を省略しております。 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 



 

  

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 

 

（関連当事者情報） 
 
１. 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等 

前事業年度 （自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

Deutsche 

Bank  

Aktiengesellschaft 

ドイツ 

フランク

フルト 

3,530,939 

千ユーロ 
銀行業 

(被所有) 

間接100％ 

資金預入、 

サービスの提供 

*1 資金の預入 -   預金 1,272,988 

*2 IT、管理部門 

   サービス 
284,032 未払費用 224,016 

    

 
当事業年度 （自 平成29年４月１日  至 平成30年３月31日） 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

Deutsche 

Bank  

Aktiengesellschaft 

ドイツ 

フランク

フルト 

5,290,939 

千ユーロ 
銀行業 

(被所有) 

間接80％ 

資金預入、 

サービスの提供 

*1 資金の預入 -   預金 801,072 

*2 IT、管理部門 

   サービス 

 

327,898 

 

未払費用 218,484 

*3 その他営業収

益 

 

5,103   

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

＊1 当座預金口座を開設しております。 

＊2 当該会社とのサービス契約ないし、当社のＩＴ環境、総務購買部門等の管理部門業務に関連し支出した費用の計 

上を行っております。 

＊3 当該会社とのサービス契約に基づき、予め定められた料率で計算された収益の計上を行っております。 

 

  



 

  

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

前事業年度 （自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高  

（千円） 

同一の親

会社を持

つ会社 

ドイツ証券 

株式会社 

東京都 

千代田区 

72,728 

百万円 
証券業 なし 

サービスの提供 

役員の兼任 

*1 IT、管理部門 

   サービス 
759,006 

未払費用 

 

未収入金 

1,213,722 

 

12,483 

同一の親

会社を持

つ会社 

RREEF  

America  

L.L.C. 

米国 

ウィルミ 

ントン 

10 

千ドル 

投資 

運用業 
なし サービスの提供 *3 その他営業収益 2,519,524 未収収益 1,123,846 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche 

Investment 

Management 

Americas Inc. 

米国 

ウィルミ 

ントン 

10 

ドル 

投資 

運用業 
なし サービスの提供 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*3 その他営業収益 

113,235 

 

265,728 

未払費用 

 

未収収益 

130,901 

 

237,558 

同一の親

会社を持

つ会社 

RREEF 

Investment  

GmbH 

ドイツ 

フランク 

フルト 

6,000 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし サービスの提供 *3 その他営業収益 137,949 未収収益 23,351 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche Asset 

Management 

Investment GmbH 

ドイツ 

フランク 

フルト 

115,000 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし 

サービスの提供 

運用の再委託 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*2 委託調査 

*3 その他営業収益 

37,724 

 

333,866 

197,181 

未払費用 

 

 

未収収益 

264,662 

 

 

10,942 

当事業年度 （自 平成29年４月１日  至 平成30年３月31日） 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高  

（千円） 

同一の親

会社を持

つ会社 

ドイツ証券 

株式会社 

東京都 

千代田区 

72,728 

百万円 
証券業 なし 

サービスの提供 

役員の兼任 

*1 IT、管理部門 

   サービス 
989,961 

未払費用 

 

未収入金 

1,770,096 

 

53,761 

同一の親

会社を持

つ会社 

RREEF  

America  

L.L.C. 

米国 

ウィルミ 

ントン 

10 

千ドル 

投資 

運用業 
なし サービスの提供 *3 その他営業収益 1,812,585 未収収益 1,004,591 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche 

Investment 

Management 

Americas Inc. 

米国 

ウィルミ 

ントン 

10 

ドル 

投資 

運用業 
なし 

サービスの提供 

 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*3 その他営業収益 

141,341 

 

255,436 

未払費用 

 

未収収益 

108,636 

 

180,142 

同一の親

会社を持

つ会社 

RREEF 

Investment  

GmbH 

ドイツ 

フランク 

フルト 

6,000 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし サービスの提供 *3 その他営業収益 100,504 未収収益 20,908 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche Asset 

Management 

Investment GmbH 

ドイツ 

フランク 

フルト 

115,000 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし 

サービスの提供 

運用の再委託 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*2 委託調査 

*3 その他営業収益 

57,300 

 

350,660 

113,192 

未払費用 

 

未収収益 

321,121 

 

46,810 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche Asset 

Management S.A. 

ルクセン

ブルク 

ルクセン

ブルク 

30,677 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし 

サービスの提供 

 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*3 その他営業収益 

2,154 

 

313,254 

未払費用 

 

未収収益 

10,827 

 

234,386 

同一の親

会社を持

つ会社 

Deutsche Asset 

Management 

International 

GmbH 

ドイツ 

フランク

フルト 

8,000 

千ユーロ 

投資 

運用業 
なし 

サービスの提供 

 

*1 IT、管理部門 

   サービス 

*3 その他営業収益 

62,343 

 

151,628 

未払費用 

 

未収収益 

138,322 

 

180,832 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

＊1 当該会社とのサービス契約ないし、当社のＩＴ環境、総務購買部門等の管理部門業務に関連し支出した費用の計 

上を行っております。 



 

  

＊2 当該会社とのサービス契約に基づき、発生した費用の計上を行っております。 

＊3 当該会社とのサービス契約に基づき、予め定められた料率で計算された収益の計上を行っております。 

 

２. 親会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

Deutsche Bank Aktiengesellschaft フランクフルト証券取引所に上場 

                 ニューヨーク証券取引所に上場 

 

（1株当たり情報） 

項目 

前事業年度 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日) 

1株当たり純資産額 98,994.29 円 81,952.31 円 

1株当たり当期純利益金額 19,256.86 円 2,129.78 円 

(注)１. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 
２. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前事業年度 

(自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日) 

当期純利益金額（千円） 1,185,452 131,109 

普通株主に帰属しない金額（千円） - - 

普通株主に係る当期純利益金額 （千円） 1,185,452 131,109 

期中平均株式数 （株） 61,560 61,560 

 



  

 

1. 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)第

38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内閣府令第

52号)により作成しております。 

 中間財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより記載しております。 

 

2. 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成30年４月１日から平成30年９月

30日まで)の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

 

  

 



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

平成 30年 11月 30 日 

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 林 秀行 ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているドイチェ・アセット・マネジメント株式会社の平成30年４月１日から平成31年３

月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る中間財

務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査

を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社の平成30年９月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

 



  

中間財務諸表 

(1)中間貸借対照表 

（単位：千円） 

当中間会計期間末 

（平成30年9月30日） 

資産の部    

流動資産    

預金  4,180,235  

前払費用  15,145  

未収入金  1,085  

未収委託者報酬  591,926  

未収運用受託報酬  8,622  

未収収益  2,160,684  

立替金  33,572  

為替予約  14,012  

流動資産計  7,005,284  

固定資産    

投資その他の資産  1,010,322  

繰延税金資産  969,038  

その他  41,284  

固定資産計  1,010,322  

資産合計  8,015,607  

負債の部    

流動負債    

預り金  56,486  

未払金  380,869  

未払手数料  295,529  

その他未払金  85,340  

未払費用  1,809,727  

未払法人税等  31,098  

未払消費税等 ※1 15,678  

賞与引当金  269,500  

為替予約  26,738  

流動負債計  2,590,099  

固定負債    

長期未払費用  53,757  

退職給付引当金  460,014  

賞与引当金  62,395  

固定負債計  576,168  

負債合計  3,166,268  

純資産の部    

株主資本    

資本金  3,078,000  

資本剰余金    

資本準備金  1,830,000  

資本剰余金計  1,830,000  

利益剰余金    

その他利益剰余金  △58,874  

繰越利益剰余金  △58,874  

利益剰余金計  △58,874  

株主資本計  4,849,125  

評価・換算差額等    

    その他有価証券評価差額金  213  



  

    評価・換算差額等合計  213  

純資産合計  4,849,339  

負債・純資産合計  8,015,607  



  

(2)中間損益計算書 

（単位：千円） 

当中間会計期間 

（自 平成30年4月1日 

至 平成30年9月30日） 

営業収益    

委託者報酬  2,641,781  

運用受託報酬  9,045  

その他営業収益  1,055,441  

営業収益計  3,706,268  

営業費用    

支払手数料  1,339,568  

その他営業費用  532,593  

営業費用計  1,872,161  

一般管理費  1,767,570  

営業利益  66,535  

営業外収益  4,019  

営業外費用 ※1 17,192  

経常利益  53,363  

特別損失 ※2 124,473  

税引前中間純損失（△）  △71,110  

法人税、住民税及び事業税  △34,853  

法人税等調整額  159,730  

法人税等合計  124,877  

中間純損失（△）  △195,987  

 



  

重要な会計方針 

 

当中間会計期間 

（自 平成30年4月1日 

   至 平成30年9月30日) 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 

 

時価のあるもの 

当中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。            

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法 

 時価法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
 但し、当中間会計期間末の計上額はありません。 

 (2) 賞与引当金 

 従業員等に対する賞与の支払及び親会社の運営する株式報酬制度に

係る将来の支払に備えるため、当社所定の計算基準により算出した支

払見込額の当中間会計期間負担分を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間

末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によって

おります。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(5年)による定額法により按分した額を翌期

から費用処理することとしております。 

4. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建の金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

5. その他中間財務諸表のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

注記事項 

（表示方法の変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当中間会計期間の期

首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法

に変更しております。 

 

(中間貸借対照表関係) 

当中間会計期間末 

(平成30年9月30日) 

※1 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、流動負債の「未払消費税等」として表示しております。 

 

(中間損益計算書関係) 



  

当中間会計期間 

（自 平成30年4月1日 

  至 平成30年9月30日) 

※1 営業外費用の主要項目  

為替差損 12,892千円 

  

※2 特別損失の主要項目  

割増退職金 124,473千円 

 

（リース取引関係) 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（金融商品関係） 

当中間会計期間末（平成 30年 9月 30日） 

 

金融商品の時価等に関する事項 

平成 30年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。 

                                  (単位:千円) 

  中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)預金 

(2)未収委託者報酬 

(3)未収収益 

(4)投資有価証券 

  その他の有価証券 

4,180,235 

591,926 

2,160,684 

 

10,693 

4,180,235 

591,926 

2,160,684 

 

10,693 

- 

- 

- 

 

- 

資産計 6,943,540 6,943,540 - 

(1)未払手数料 

(2)未払費用 

(3)未払法人税等 

295,529 

1,809,727 

31,098 

295,529 

1,809,727 

31,098 

- 

- 

- 

負債計 2,136,355 2,136,355 - 

デリバティブ取引 (*1) 

  ヘッジ会計が適用されていないもの 

 

(12,725) 

 

(12,725) 

 

- 

デリバティブ取引計 (12,725) (12,725) - 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）

で示しております。 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1)預金、(2)未収委託者報酬及び(3)未収収益 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

(4)投資有価証券 

投資有価証券はその他有価証券に区分されており、時価については、基準価額によっております。 

また、有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。    

 

負 債 

(1)未払手数料、(2)未払費用及び(3)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

   「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。 

     

(有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成 30年 9月 30日） 

    

その他有価証券         

                 (単位:千円) 

 
種類 

中間貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 



  

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
その他 

8,526 8,192 

 

333 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
その他 

2,167 2,193 △25 

              合計  10,693 10,386 307 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間末（平成 30年 9月 30日） 

  

ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物は通貨のみであり、中間貸借対照表日における契約

額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。 

 

通貨関連（時価の算定方法は、先物為替相場によっております。）                   (単位:千円) 

区分 取引の種類 契約額等 
 

時価  評価損益 
うち1年超 

市場取引以外の取引 為替予約取引 

売建 

 米ドル 

ユーロ 

豪ドル 

 シンガポールドル 

買建 

 ユーロ 

 

 

1,312,856 

843,038 

14,360 

27,064 

 

51,901 

 

 

- 

- 

- 

- 

 

- 

 

 

△26,307 

13,545 

△430 

773 

 

△306 

 

 

△26,307 

13,545 

△430 

773 

 

△306 

     合計 2,249,221 - △12,725 △12,725 

 

（セグメント情報等） 

 セグメント情報 

  当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

 当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

関連情報 

  当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

1.  製品及びサービスごとの情報  

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載 

を省略しております。 

 

2.  地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

   本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当社は有形固定資産を保有していないため、記載しておりません。 

 

3.  主要な顧客ごとの情報 

当社の主要な顧客は一般投資家であり、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため 

記載を省略しております。 

 

 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

   該当事項はありません。 



  

 

 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

   該当事項はありません。 

 

 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

当中間会計期間（自 平成30年4月1日 至 平成30年9月30日） 

   該当事項はありません。 

 

(１株当たり情報) 

 
当中間会計期間末 

（平成30年9月30日) 

１株当たり純資産額 78,774円19銭 

１株当たり中間純損失金額（△） △3,183円68銭 

（注）１. 潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、1株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 
 ２. 1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

当中間会計期間 

（自 平成30年4月1日 

  至 平成30年9月30日) 

 中間純損失金額（△）(千円) △195,987 

 普通株主に帰属しない金額(千円) - 

 普通株式に係る中間純損失金額（△）(千円) △195,987 

 普通株式の期中平均株式数(株) 61,560 

 

 



  

公開日 平成 30年 12月 21日 

作成基準日 平成 30年 11月 30日 

 
本店所在地  東京都千代田区永田町２丁目 11番１号山王パークタワー 

お問い合わせ先   経理部 
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